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１．はじめに 

姫川流域の直轄砂防

事業は、土砂生産・流出

の著しい支川６流域（平

川 、 松 川 、 浦 川 、 大 所

川、小滝川、根知川）を

対象に、計画基準点で

ある山本橋下流ならび

に流域内の被害防止を

目的として実施してい

る。中期事業計画を平

成22年に策定し、平成７

年の姫川災害(以下、

H7災)規模の土砂流出

に対して流域の安全を

確保し、流域内の重要交

通網である国道148号およびJR大糸線の被害軽減を図る

よう砂防施設整備を進めてきた。平成31年の河川砂防技

術基準の改定以降、国土交通省において全国の土砂・洪

水氾濫対策計画の見直しが進められる中、姫川流域にお

いても国総研資料1)2)に準拠した計算手法を用いて砂防施

設配置計画を再検討し、事業計画を令和7年に改定した。

本稿では、令和7年に見直し検討を行った姫川流域の土

砂・洪水氾濫対策計画の検討例について報告する。 

２.検討手順 

施設配置計画の見直しは、土砂・洪水氾濫対策に関する

策定手引き(案)１)に従い、①再現対象災害の決定、②計算

モデルの構築、③再現計算、④土砂・洪水氾濫の被害想

定、⑤施設配置計画、⑥施設効果の確認・事業評価を実施

した。計算モデルは前述のとおり国総研資料に準拠した。 

（１）再現計算 

再現計算はH7災を対象に実施し、主に①各支川からの

流出土砂量、②姫川本川の河床変動により妥当性を検証

した。再現計算では粒径、侵食可能深、土砂供給タイミン

グ、侵食速度係数、堆積速度係数等の条件を変化させて

複数ケースの計算を実施した。ここでは流出土砂量に大き

く影響する堆積速度係数を変化させた計算結果を示す。

H7災の実績値(写真判読等による)と計算による流出土砂

量を図２に示す。支川毎の計算値

についてみると、堆積速度係数を

1.0×10-4としたケースでは浦川、

大所川等で実績値より過大となる

傾向にある。5.0×10-4以上とする

と、支川毎に違いはあるが概ね実

績値に近い値を示し、6支川合計

の流出土砂量は5.0×10-4の場

合の計算値と実績値がほぼ一致する結果となった。本川の

河床変動については、支川からの流出土砂量(堆積速度係

数)によらず全体的な河床変動傾向は大きく変化しない

(図3参照)。ただし、氾濫被害が発生した図中①②区間に

着目すると支川からの流出土砂量を5.0×10-４とした場合

に実績値の変動に近くなる傾向にある。これらからH７災に

対しては、支川の堆積速度係数を5.0×10-4とすると、支川

からの流出土砂量が概ね一致し、本川の河床変動傾向も

一定程度説明できるものと判断した。なお、本川区間は非

平衡性が低いと考えられるため、平衡計算によった。 

計算に用いた粒径は調査結果を参考に、河床及び生産

土砂の粒径を支川ごとに20粒径階で与えた。その他のパ

ラメータ等は、侵食速度係数0.0007,砂礫密度σ＝2.6，

水密度ρ=1.0,内部摩擦角φ=35°,空隙率λ=0.6,粗度

係数n＝0.55（支川）,0.04（本川）,レジーム係数α=5で

ある。 

（２）被害想定 

再現計算により得られたパラメータを基本として被害想

定計算を実施した。想定計算に用いる直轄支川のハイエト

グラフ(降雨波形)は、複数の降雨波形を比較検討の上、最

も危険側となるタルボット型の降雨波形を用い、中安の総

合単位図法によってハイドログラフを作成した（図4,5参

照）。直轄支川以外は、河川整備基本方針の貯留関数モデ

ルを適用し、同基本方針の計画流量と整合するようハイド

ログラフを作成した。計算は、平成22年の中期計画開始時

点および現況（令和6年末）での施設効果を把握し、被害を

解消するよう施設計画の見直しを行った。 

（３）施設配置計画の見直し方針 

 既往の施設配置計画は、流域全体に施設を配置する計
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図３ 河床変動計算結果（姫川本川） 

図1 姫川流域と直轄砂防事業
実施渓流 

図2 支川からの流出土砂量 
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画としていたが、国

総研資料に提示さ

れた計算手法を用

いることで、さらに

効果的・効率的に

被害を軽減できる

下流域を中心に施

設配置を検討した

（図6参照）。これ

に基づき、計画施

設数、位置及び規

模等の変更を行った。 

(４)事業の効果 

姫川流域における土

砂・洪水氾濫に伴う被害

は、主として基準点下流

の糸魚川市街地の氾濫

被害と、基準点上流の各

支川流域内及び姫川本

川との合流点付近における氾濫被害が想定される。中期事

業計画完了後は、基準点下流で30年超過確率規模の降

雨で発生する氾濫被害の範囲が縮小し、基準点上流では

50年超過確率規模の降雨により発生する氾濫被害が解

消される（図7,8参照）。 

３．中期事業計画の変更 

これら計算結果を踏まえ、近年の建設資材単価や労務

単価の上昇、現地状況の変化等を考慮して事業費や事業

期間を変更し、事業評価監視委員会で継続が妥当とされ

た(表１参照)。事業全体の総便益１,734億円、総費用

1,093億円で、費用便益分析B/Cは1.6である。 

４．おわりに 

本検討事例は、最新の技術基準に沿った数値解析と費

用対効果評価を組み合わせることで、土砂・洪水氾濫対策

事業を効率的かつ効果的に再検討したもので、他流域で

の計画見直しにも参考となると考えられる。ただし、今回用

いた計算モデル等は研究途上のものもあり、計算結果には

不確実性が含まれるため、今後とも出水時の現地観測結

果等のデータによる検証を進め、引き続きモデルの見直し

等を行い精度向上に努めていく必要がある。 

なお、本稿の一部はINTERPRAEVENT2026に投稿

中である。本検討に際し、多大な御協力を賜りました関係

各位に感謝申し上げます。 
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a)平成7年7月11日降雨波形（前方集中型）           b)平成１９年６月２９日（Wピーク型）            c)平成２５年８月２３日降雨波形（中央集中型） 

図4 比較した降雨波形とハイドログラフの一例(松川流域) 
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図5 被害想定計算のハイドログラフ 

図６ 施設配置見直しイメージ 

表１ 中期事業計画の概要 
現　⾏ 変更後 備　考

事業期間 平成22(2010)年
～令和10(2028)年

平成22年(2010)年
～令和23(2041)年

13年間延長

総事業費 約646億円 約976億円
令和7年度末の執行済み額：

約580億円

計画施設数 約83基 約70基
令和7年度末の完成基数：

31基

図７ 被害想定結果(1/30確率規模) 
(上)事業着手時（２０１０年） 

（下）事業完了時 

図８ 被害想定結果(1/50確率規模) 
(左)事業着手時（２０１０年）       （右）事業完了時 
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